
≪一般会計当初予算の状況≫

【歳入】

【歳出】

一般会計の歳入
（単位：千円）

令和元年度

当初予算額
当初要求額
（12/15）

中間査定後
（1/27）

最終査定後
（2/17）

％

7,740,215 7,721,438 7,721,438 7,765,907 25,692 0.3

213,000 218,215 221,752 226,000 13,000 6.1

12,000 5,000 5,000 9,000 △ 3,000 △ 25.0

17,000 15,000 15,000 15,000 △ 2,000 △ 11.8

26,000 10,000 10,000 9,000 △ 17,000 △ 65.4

0 38,000 38,000 97,000 97,000 皆増

1,247,000 1,407,000 1,407,000 1,642,000 395,000 31.7

190,000 190,000 190,000 190,000 0 0.0

24,000 0 0 0 △ 24,000 皆減

40,000 35,000 35,000 46,000 6,000 15.0

1,500 1,500 1,500 1,500 0 0.0

124,713 54,000 54,000 55,000 △ 69,713 △ 55.9

4,298,000 4,098,030 4,098,030 4,345,000 47,000 1.1

10,000 11,000 11,000 12,000 2,000 20.0

125,353 99,347 95,906 95,906 △ 29,447 △ 23.5

426,089 433,655 438,033 438,068 11,979 2.8

4,884,483 6,648,667 6,047,758 6,063,444 1,178,961 24.1

1,634,352 1,800,356 1,716,506 1,709,522 75,170 4.6

46,155 43,198 43,818 43,665 △ 2,490 △ 5.4

200,010 300,010 300,010 600,010 400,000 200.0

767,557 0 0 330,970 △ 436,587 △ 56.9

100,000 100,000 100,000 100,000 0 0.0

1,007,466 821,147 817,275 942,310 △ 65,156 △ 6.5

3,257,300 3,868,049 3,470,610 3,440,600 183,300 5.6

26,392,193 27,918,612 26,837,636 28,177,902 1,785,709 6.8

法人事業税交付金

諸　収　入

市　　　債

合　　　　　計

国　庫　支　出　金

道　支　出　金

財　産　収　入

寄　附　金

繰　入　金

繰　越　金

使 用 料 及 び 手 数 料

配  当  割  交  付  金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地 方 特 例 交 付 金

地　方　交　付　税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

利  子  割  交  付  金

　市税　市税の一部について精査を行い、４千４百万円増額しました。

　地方譲与税・交付金　国が示した地方財政計画などを踏まえ、２億５千４百万円増額しました。

　地方交付税　国が示した地方財政計画や交付税算定要領に基づき、２億４千７百万円増額しました。

　繰入金　財政調整基金、減債基金及び特定目的基金を活用したことにより、３億３千１百万円計上しました。

　その他　国の地方財政対策などを踏まえ、臨時財政対策債を減額したほか、各費目において再度精査を行いました。

特別会計及び企業会計予算の精査により各会計への繰出金を約9千８百万円減額したほか、査定済みの案件についても再度精査を

行いました。

区分（「款」の名称）

令和2年度

前年度比較

市　　　　税

地　方　譲　与　税

　１月２７日現在の査定後において約１４億円の収支不足が生じていましたが、歳入及び歳出において再度精査を行い、
　前回査定時から、歳入について１３億４千万円を増額、歳出について５千万円を減額し、収支の均衡を図りました。

　最終査定における主な内容は、次のとおりです。

令和２年度当初予算の編成過程における収支状況

3回目【最終版】



一般会計の歳出
（単位：千円）

令和元年度

当初予算額
当初要求額
（12/15）

中間査定後
（1/27）

最終査定後
（2/17）

％

186,179 186,446 185,081 185,094 △ 1,085 △ 0.6

1,315,695 1,488,282 1,159,353 1,170,294 △ 145,401 △ 11.1

8,892,180 9,712,376 9,293,300 9,240,931 348,751 3.9

1,260,496 1,450,151 1,275,935 1,276,154 15,658 1.2

85,661 104,841 119,298 119,559 33,898 39.6

409,946 481,682 387,349 387,390 △ 22,556 △ 5.5

5,656,076 7,465,380 6,360,263 6,360,807 704,731 12.5

114,024 283,877 199,706 199,659 85,635 75.1

1,976,973 2,521,046 1,771,273 1,773,289 △ 203,684 △ 10.3

52,094 1,009,971 1,008,883 1,008,883 956,789 1836.7

2,285,687 2,360,235 2,359,735 2,356,173 70,486 3.1

60,581 59,692 59,692 59,692 △ 889 △ 1.5

4,056,601 4,051,001 3,999,977 3,999,977 △ 56,624 △ 1.4

40,000 50,000 50,000 40,000 0 0.0

26,392,193 31,224,980 28,229,845 28,177,902 1,785,709 6.8

当初要求時 中間査定後 最終査定後

△ 3,306,368 △ 1,392,209 0

職　　員　　費

予　　備　　費

合　　　　　計

財源不足額

土　　木　　費

消　　防　　費

教　　育　　費

災  害  復  旧  費

公　　債　　費

諸　支　出　金

議　　会　　費

総　　務　　費

民　　生　　費

衛　　生　　費

農 林 水 産 業 費

商  工  労  働  費

区分（「款」の名称）

令和2年度

前年度比較


